
①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。 

  

 （注）株式分割による増加、分割比率１：1.5  

  

 （注）１．自己株式 株は、「個人その他」に 単元及び「単元未満株式の状況」に96株を含めて記載し

ております。 

２．上記「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ

９単元及び 株含まれております。 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  88,551,450

計  88,551,450

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成25年10月31日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成26年１月30日） 

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 

取引業協会名 
内容 

普通株式  34,261,468  34,261,468
東京証券取引所 

市場第一部 

権利内容になんら限定の

ない当社における標準と

なる株式であり、単元株

式数は100株であります。

計  34,261,468  34,261,468 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式 
総数残高 
（千株） 

資本金 
増減額 

（百万円） 

資本金 
残高 

（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成16年12月20日 

（注） 
 11,420  34,261  －  6,882  －  7,778

（６）【所有者別状況】

  平成25年10月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満 

株式の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 
金融商品 
取引業者 

その他の 
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人）  －  39  41  62  187  15  7,875  8,219 －

所有株式数 

（単元） 
 －  82,516  5,417  18,590  73,536  436  161,124  341,619 99,568

所有株式数の割合 

（％） 
 －  24.15  1.59  5.44  21.53  0.13  47.16  100.00 －

1,835,896 18,358

20
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（注）１．上記信託銀行の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は以下のとおりであります。 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社     千株 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社            

資産管理サービス信託銀行株式会社        

   ２. 三井住友信託銀行株式会社及びその共同保有者である三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社、

日興アセットマネジメント株式会社から平成25年４月19日付で金融商品取引法第27条の26第２項の変更報告書の

提出（報告義務発生日 平成25年４月15日）があり、1,121千株（持株比率3.27％）を保有している旨の報告を受

けておりますが、当社として期末時点における当該法人名義での実質所有株式数の確認ができませんので、上記

「大株主の状況」には含めておりません。なお、その変更報告書の内容は以下のとおりであります。    

（７）【大株主の状況】

  平成25年10月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

澤田 秀雄 東京都渋谷区  9,596  28.01

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 東京都中央区晴海１丁目８－11  3,074  8.97

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 東京都港区浜松町２丁目11－３  2,473  7.22

株式会社エイチ・アイ・エス 東京都新宿区西新宿６丁目８－１  1,835  5.36

有限会社秀インター 東京都渋谷区松涛１丁目７－26  1,690  4.93

資産管理サービス信託銀行株式会社 東京都中央区晴海１丁目８－12  1,368  4.00

シービーニューヨーク オービス エスアイ 

シーアーヴィー  

（常任代理人 シティバンク銀行株式会社） 

31,Z.A.BOURMICHT, L-8070 BERTRANGE, 

LUXEMBOURG 

（東京都品川区東品川２丁目３－14） 

 810  2.37

ステート ストリート バンク アンド ト

ラスト カンパニー  

（常任代理人 みずほ銀行決済営業部） 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 

02101 U.S.A. 

（東京都中央区月島４丁目16－13） 

 777  2.27

全国共済農業協同組合連合会 東京都千代田区平河町２丁目７－９  569  1.66

澤田 まゆみ 東京都渋谷区  518  1.51

計 －  22,716  66.30

3,074

2,473

1,368

保有者の氏名又は名称 住所又は本店所在地 
保有株式数 

（千株） 

株券等保有割合

（％） 

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－１  
  

685 2.00

三井住友トラスト・アセットマネジメ

ント株式会社 
東京都港区芝３丁目33－１  

  
157 0.46

日興アセットマネジメント株式会社 東京都港区赤坂９丁目７－１  
  

278 0.81
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   ３. JPモルガン・アセット・マネジメント株式会社及びジェー・ピー・モルガン・インベストメント・マネージ

メント・インク（J.P.Morgan Investment Management Inc.)及びジェー・エフ・アセット・マネジメント・リミ

テッド（JF Asset Management Limited)から平成25年７月19日付で金融商品取引法第27条の26第１項の大量保有

報告書の提出（報告義務発生日 平成25年７月15日）があり、1,718千株（持株比率5.02％）を保有している旨の

報告を受けておりますが、当社として期末時点における当該法人名義での実質所有株式数の確認ができませんの

で、上記「大株主の状況」には含めておりません。なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりでありま

す。    

      ４. オービス・インベストメント・マネジメント・（ビー・ヴィー・アイ）・リミテッドから平成25年８月１日

付で金融商品取引法第27条の26第２項の変更報告書の提出（報告義務発生日 平成25年７月31日）があり、1,493

千株（持株比率4.36％）を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として期末時点における当該法人名

義での実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」には含めておりません。なお、その変更

報告書の内容は以下のとおりであります。    

   ５. フィデリティ投信株式会社及びエフエムアール エルエルシー（FMR LLC)から平成25年９月24日付で金融商品

取引法第27条の26第１項の大量保有報告書の提出（報告義務発生日 平成25年９月13日）があり、1,914千株（持

株比率5.59％）を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として期末時点における当該法人名義での実

質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」には含めておりません。なお、その大量保有報告

書の内容は以下のとおりであります。    

保有者の氏名又は名称 住所又は本店所在地 
保有株式数 

（千株） 

株券等保有割合

（％） 

JPモルガン・アセット・マネジメン

ト株式会社 
東京都千代田区丸の内２丁目７－３  1,378 4.02

ジェー・ピー・モルガン・インベス

トメント・マネージメント・インク

（J.P.Morgan Investment 

Management Inc.) 

アメリカ合衆国10017ニューヨーク州 

ニューヨーク パーク・アベニュー270 
 37 0.11

ジェー・エフ・アセット・マネジメ

ント・リミテッド（JF Asset 

Management Limited) 

香港、セントラル、コーノート・ロー

ド８、チャーター・ハウス21階 
 303  0.88

保有者の氏名又は名称 住所又は本店所在地 
保有株式数 

（千株） 

株券等保有割合

（％） 

オービス・インベストメント・マネ

ジメント・（ビー・ヴィー・ア

イ）・リミテッド 

Orbis House, 25 Front Street, 

Hamilton HM11, Bermuda 
 

  

1,493 4.36

保有者の氏名又は名称 住所又は本店所在地 
保有株式数 

（千株） 

株券等保有割合

（％） 

フィデリティ投信株式会社 東京都港区虎ノ門４丁目３－１  1,740 5.08

エフエムアール エルエルシー（FMR 

LLC) 

米国02210マサチューセッツ州ボスト

ン、サマー・ストリート245 
 174 0.51
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①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」及び「単元未満株式」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が 株及び 株

含まれております。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が９個含まれ

ております。 

  

②【自己株式等】 

  

 該当事項はありません。 

  

（８）【議決権の状況】

  平成25年10月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     1,835,800 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   32,326,100  323,261 － 

単元未満株式 普通株式      99,568 － － 

発行済株式総数              34,261,468 － － 

総株主の議決権 －  323,261 － 

900 20

  平成25年10月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 
（％） 

株式会社エイチ・ア

イ・エス 

東京都新宿区西新宿

六丁目８－１ 
 1,835,800  －  1,835,800  5.36

計 －  1,835,800  －  1,835,800  5.36

（９）【ストックオプション制度の内容】
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【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得  

  

（１）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

（２）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

  （３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 （注）当期間における取得自己株式には、平成26年１月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。 

  

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 （注）当期間における保有自己株式数には、平成26年１月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

り及び買増しによる株式数は含めておりません。 

  

２【自己株式の取得等の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円） 

当事業年度における取得自己株式  1,263  5

当期間における取得自己株式  480  2

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額
（百万円） 

株式数（株） 
処分価額の総額
（百万円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式  －  －  －  －

消却の処分を行った取得自己株式  －  －  －  －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
 －  －  －  －

その他（単元未満株式の買増請求）  25  0  －  －

保有自己株式数  1,835,896  －    1,836,376  －
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当社グループは、株主の皆様への利益還元を経営上の重要政策の一つとして認識しており、当社グループの企業

価値の向上を図りながら、世界情勢や旅行業界の動向、企業体質の強化と今後の事業展開などを総合的に勘案し、実

績に応じて安定的かつ継続的に会社の利益配分を実施してまいりたいと考えております。また、当社には中間配当制

度がありますが、事業年度全体では下半期の売上等の割合が比較的高くなる傾向がみられることから、業績に対して

公平な配当を実現するために、現在は年間を通しての配当とさせていただいております。 

国内外における旅行業界内の急速な環境変化や競争・再編への準備、店舗網整備、情報技術への積極的な投資に

加え、近年ではテロや政情不安、そして自然災害など、想定外の外的要因にも対処してゆく必要性が高まっておりま

す。このような状況の中、当社グループとして即応可能な安定した財務基盤の確立が必須であると強く意識してお

り、内部留保金を比較的厚くして経営基盤を安定させたいと考えております。 

上記の利益配分の基本的な方針等に基づき、当期の期末配当金（年間配当金）につきましては、１株当たり34円の

普通配当とさせていただきました。 

これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

当社は、「取締役会の決議により、毎年４月30日最終の株主名簿に記録された株主又は登録質権者に対し、中間

配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。 

  なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

  

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３【配当政策】

決議年月日 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額 
（円） 

平成26年１月29日 
定時株主総会決議 

 1,102  34

４【株価の推移】

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期 

決算年月 平成21年10月 平成22年10月 平成23年10月 平成24年10月 平成25年10月 

最高（円）  2,205  2,112  2,357  2,931  5,800

最低（円）  1,240  1,591  1,340  1,804  2,361

月別 平成25年５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 

最高（円）  4,730  4,420  5,230  5,090  5,800  5,780

最低（円）  3,925  3,390  4,175  4,650  4,920   5,260

2014/02/01 13:08:2413963094_有価証券報告書_20140201130747

- 32 -



５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

代表取締役 
会長 

－ 澤田 秀雄 昭和26年２月４日 

昭和55年12月 当社設立 代表取締役社長 

平成11年３月 協立証券株式会社（現澤田ホー
ルディングス株式会社）代表取
締役社長（現任） 

平成16年６月 

平成21年12月 

平成22年３月 
  
平成24年９月 

当社取締役会長 

当社代表取締役会長（現任） 

ハウステンボス株式会社代表取
締役社長（現任）  

公益財団法人東京交響楽団理事
長（現任）  

（注）４ 9,536

代表取締役 
社長  

－  平林 朗 昭和42年11月16日 

平成５年９月 当社入社 

平成16年４月 当社関東営業本部長 

平成17年11月 当社関西営業本部長 

平成19年１月 当社取締役関西営業本部長 

平成19年４月 当社取締役情報システム本部長 

平成20年４月 当社代表取締役社長（現任） 

（注）４ 1

常務取締役 

管理部門総轄 
海外営業本部
長兼国内旅行
事業本部長  

楠原 成基 昭和32年６月３日 

昭和57年12月 当社入社 

平成６年４月 当社関西営業本部長 

平成16年12月 当社統括営業本部長 

平成17年１月 当社取締役統括営業本部長 

平成20年４月  当社常務取締役 管理部門総轄
兼海外事業本部長  

平成22年４月  当社常務取締役 管理部門総轄
海外営業本部長兼国内旅行事業
本部長  

平成22年12月  当社常務取締役 管理部門統括
国内旅行事業本部及びインバウ
ンド事業部管掌 海外営業本部
長兼国内旅行事業本部長 

平成23年３月  当社常務取締役 管理部門総轄 
海外営業本部長兼国内旅行事業
本部長（現任） 

（注）４ 305

常務取締役 

東日本地区営
業総轄 本社
人事本部・イ
ンバウンド事
業部管掌 

髙木 潔 昭和38年５月４日 

昭和61年６月 当社入社 

平成17年４月 当社中部営業本部長 

平成19年５月 当社関西営業本部長 

平成20年１月 当社取締役関西営業本部長 

平成20年４月  当社取締役西日本地区総轄兼関
西営業本部長 

平成21年11月  当社取締役東日本地区営業総轄 

平成22年11月  当社取締役東日本地区営業総轄
兼東日本販売事業部長 

平成23年３月  当社取締役東日本地区営業総轄 
インバウンド事業部管掌兼関東
販売事業部長 

平成23年11月  当社取締役東日本地区営業総轄 
本社人事本部・インバウンド事
業部管掌兼関東販売事業部長 

平成24年１月  当社常務取締役東日本地区営業
総轄 本社人事本部・インバウ
ンド事業部管掌兼関東販売事業
部長 

平成25年１月  当社常務取締役東日本地区営業
総轄 本社人事本部・インバウ
ンド事業部管掌（現任） 

（注）４ 5
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

取締役  

本社総務グル
ープ管掌 本
社ＣＳ・ＥＳ
管理本部長 

和田 光 昭和38年２月20日 

平成元年５月 当社入社        

平成14年７月 当社中部営業本部長 

平成15年７月 株式会社オリオンツアー代表
取締役社長 

平成20年４月 
  
  

平成21年１月 
  
  

平成23年11月 

当社執行役員本社ＣＳ・ＥＳ
管理本部長兼本社人事・総務
本部長 

当社取締役本社ＣＳ・ＥＳ管
理本部長兼本社人事・総務本
部長 

当社取締役本社ＣＳ・ＥＳ管
理本部長  

平成25年１月  当社取締役本社総務グループ
管掌 本社ＣＳ・ＥＳ管理本
部長（現任） 

（注）４ 4

取締役 
西日本地区営
業総轄兼関西
営業本部長 

中森 達也  昭和42年８月４日

昭和61年11月 当社入社

平成17年11月 当社九州・中国営業本部長  
平成21年１月 当社執行役員九州・中国営業

本部長  

平成21年11月 
  
平成22年１月 
  

当社執行役員西日本地区営業
総轄兼関西営業本部長 
当社取締役西日本地区営業総
轄兼関西営業本部長（現任） 

（注）４ 6

取締役 
経理・財務担
当 本社経理
本部長 

中谷 茂  昭和23年10月19日

平成22年７月
  
平成23年１月 
  
平成24年１月 

当社入社 上席執行役員経理・
財務担当 
当社上席執行役員経理・財務担
当 本社経理本部長 
当社取締役経理・財務担当 本
社経理本部長（現任） 

（注）４ 2

取締役相談役 
ＣＳＲ推進管
掌 行方 一正 昭和28年５月４日

昭和60年６月 当社入社

昭和60年９月 当社取締役経理部長 

平成５年２月 当社取締役総務部長 

平成９年11月 当社常務取締役関西統括本部
長 

平成11年11月 当社常務取締役管理本部長 

平成12年10月 当社常務取締役総務部長兼シ
ステム開発室長 

平成16年６月 当社代表取締役常務取締役 
人事部・経理部・関係会社管
理部管掌兼総務部長 

平成17年１月 当社代表取締役専務取締役 

平成20年４月 当社取締役相談役 

平成22年５月
  
平成23年９月 

当社取締役相談役 社会貢献関
連事業室管掌 
当社取締役相談役 ＣＳＲ推
進管掌（現任） 

（注）４ 510
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 （注）１．取締役 平田雅彦は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

 ２．監査役 梅田常和及び監査役 山本克は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

 ３．平成23年１月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

 ４．平成25年１月29日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

 ５．ハック アザドゥルは平成25年10月31日をもって当社取締役を辞任し、平成25年11月１日をもちまして当社

の上席執行役員に就任しております。  

 ６. 当社では、業務執行体制の拡充等を狙いとして、平成19年５月１日から執行役員制度を設けております。 

執行役員の職名・氏名は以下の通りであります。  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

取締役 
（注）１ 

－ 平田 雅彦 昭和６年２月１日 

昭和29年４月 松下電器産業株式会社（現パ
ナソニック株式会社）入社 

昭和60年２月 同社取締役 

昭和61年２月 同社常務取締役 

昭和62年６月 同社専務取締役 

昭和63年６月 同社代表取締役副社長 

平成９年４月 産能大学客員教授 

平成９年７月 松下電器産業株式会社（現パ
ナソニック株式会社）客員
（現任） 

平成９年８月 当社顧問 

平成10年１月 当社取締役（現任） 

平成11年６月 
  

平成20年６月

ユニ・チャーム株式会社社外
監査役（現任） 

株式会社インテグレックス 
社外取締役（現任）  

（注）４
  

3

常勤監査役 － 三上 幹夫 昭和26年11月28日 

平成16年11月 当社入社 本社経理部長 

平成20年４月 当社執行役員 本社経理本部
長 

平成23年１月 当社監査役（現任） 

（注）３ 0

監査役 
（注）２ 

－ 梅田 常和 昭和20年８月22日 

昭和49年３月 公認会計士登録  

昭和62年９月 アーサーアンダーセンアンド
カンパニーパートナー及び英
和監査法人（現有限責任あず
さ監査法人）代表社員 

平成７年４月 公認会計士梅田会計事務所所
長（現任） 

平成７年６月 日本開閉器工業株式会社取締
役副社長  

平成11年１月 当社監査役（現任） 

平成12年６月 株式会社ハーバー研究所社外
監査役（現任） 

平成12年６月 株式会社トミー（現株式会社
タカラトミー）社外監査役
（現任）  

平成19年６月 澤田ホールディングス株式会
社社外監査役（現任）  

平成22年３月 ハウステンボス株式会社社外
監査役（現任）  

平成22年６月 スズデン株式会社社外取締役
（現任）  

（注）３ 10

監査役 
（注）２ 

－ 山本 克 昭和19年８月25日 

昭和43年４月 株式会社第一銀行（現株式会
社みずほ銀行）入行 

平成10年６月 第一地所株式会社常務取締役 

平成16年６月 同社常勤監査役 

平成16年12月 合併により中央不動産株式会
社常勤監査役 

平成19年１月 当社監査役（現任） 

（注）３ -

        計   10,387

 職  名  氏  名 

上席執行役員  ASIA ATLANTIC AIRLINES CO., LTD代表取締役社長  ハック アザドゥル 

執行役員    本社情報システム本部長  髙野 清
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① 企業統治の体制  

（イ）企業統治の体制の概要 

当社は、公正・透明かつ迅速な経営を目指しており、企業統治の体制も、株主の皆様をはじめとするステーク

ホルダーへの説明責任を意識して、整備と運用に努めております。 

当社の経営体制は、取締役会（社外取締役１名を含む取締役９名で構成）と、監査役会（社外監査役２名を含

む監査役３名で構成）という枠組み（代表取締役は、代表取締役会長及び代表取締役社長の２名）であって、こ

の中の社外取締役及び社外監査役の全員は、経営陣から独立した中立性を保っており、株式会社東京証券取引所

の定めに基づく独立役員として指定されて届け出されております。また、取締役による業務執行体制の拡充等を

狙いとして執行役員制度を設けており、上席執行役員１名と執行役員１名が選任されています。 

当社グループとしての方針を含めた経営上の重要な案件は、定期（毎月１回）及び臨時に招集される当社取締

役会に付議されて意思決定されます。その意思決定過程では、社外取締役（コーポレート・ガバナンス及びコン

プライアンス等の分野で実績を持つ社外取締役）及び監査役（２名の社外監査役のうちの１名は、公認会計士で

あって、財務及び会計に関する豊富な経験はもとより、経営者としての見識をも備えており、もう１名は、他社

での経営者及び監査役としての経験があります）は、それぞれ識見に基づいて活発に討議に参加し、質問や提

言・助言を行って、取締役会としての健全かつ適正な意思決定に貢献しています。当事業年度に開催された取締

役会は12回であり、社外取締役はそのうち11回に、２名の社外監査役はその全てに、それぞれ出席しておりま

す。 

なお、取締役会には、その意思決定に資する目的で、投資・運用委員会、人事委員会及び報酬委員会の三つの

附属委員会が設置されています。 

当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は次のとおりであります。 

   

６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】
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（ロ）企業統治の体制を採用する理由 

企業統治の体制は、当社グループの事業規模と形態を踏まえ、公正・透明かつ迅速な経営を目指すなかで、株

主の皆様をはじめとするステークホルダーへの説明責任を意識して、整備し、運用してゆくものであると、当社

は考えております。こうした考え方に基づき、監査役制度を当社は採用しています。 

  

（ハ）内部統制システムの整備の状況 

当社は、「H.I.S.ポリシー」及び「H.I.S.企業理念」の体現を目指して、業務の適正さの確保に必要な体制を

整備し、また常に見直しを行って継続して改善を図るように努めています。このような体制整備の基本方針の概

要は次のようになっております。  

ａ）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

倫理コンプライアンスが企業活動の前提であると認識し、社内に「H.I.S.ポリシー」、「H.I.S.企業理

念」、「H.I.S.企業行動憲章」の周知・徹底を図るとともに、コンプライアンス委員会を設置してコンプ

ライアンス実施体制の整備を図ってゆく。内部通報窓口「さわやかホットライン」によって倫理コンプラ

イアンス違反に対する自浄体制を確保し、さらに監査室（内部監査部門）に内部統制システムの実効性を

監査させ、その監査結果及び改善に向けての提言を取締役会及び監査役会に報告させる。 

ｂ）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役の職務執行に係る情報は、社内規程や法令に従って各部署が適正に管理と保存を行い、法令また

は証券取引所の適時開示規則に従い、適正な開示を行う。 

ｃ）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 代表取締役が当社の事業運営全般のリスク管理責任者となって、取締役及び従業員を指揮してリスク管

理体制の整備を図り、監査室に当社及びグループ各社のリスク管理の状況を監査させて、監査結果及び改

善に向けての提言を、取締役会及び監査役会に報告させる。 

ｄ）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 中期経営計画を定めて会社として達成すべき目標を明確にし、その目標の下に代表取締役をはじめ各取

締役は、各事業年度の予算達成に向けて、各自の役割と権限に従い、適正かつ迅速に意思決定を行って常

に効率的に職務を遂行する。 

ｅ）会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

 グループ各社の経営の自主性や企業文化を尊重するとともに、「H.I.S.ポリシー」や「H.I.S.企業行動

憲章」などの基本的な考え方の展開を図り、グループ全体の内部統制システムの整備に努め、監査室によ

る監査を実施して当社グループ全体としての内部統制システムの実効性を検証させ、かつ監査結果及び改

善に向けての提言を、取締役会及び監査役会に報告させる。 

ｆ）監査役がその職務を補助すべき使用人（補助使用人）を置くことを求めた場合における当該使用人に関す 

    る事項 

 監査役の要請に基づいて適切な従業員を人選し、監査役の同意を得て配置するほか、事案に応じて相応

の職務の従業員に監査役の職務執行を適宜補助させる。 

ｇ）監査役がその職務を補助すべき使用人（補助使用人）を置くことを求めた場合における当該使用人の取締 

    役からの独立性に関する事項 

監査役は、その職務執行を補助すべき従業員に対する業務上の指揮・命令・監督の権限を専ら保持する

ほか、人事考課・人事異動その他の人事に関する事項についても、監査役の意見・意向は十分に尊重さ

れ、かつ反映される。 

ｈ）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制 

 取締役及び従業員は、会社に重大な損失を与える事項が発生するなど監査役会が報告すべきものと定め

た事項が生じた場合は、その事項を速やかに監査役へ報告するほか、監査役会と協議して定期的または不

定期に業務の状況を報告する。 

ｉ）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 監査役と代表取締役や会計監査人との定期的な意見交換の機会を確保し、監査室に監査役との緊密な連

携を図らせるほか、取締役及び従業員が監査役監査に対する理解を深めて監査役監査の環境整備に努め

る。 
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（ニ）リスク管理体制の整備の状況 

重要な法務課題及びコンプライアンスに係る事象について、本社総務グループの法務担当セクションが、必要

な検討を実施するとともに、顧問弁護士に法的な側面からアドバイスを受ける体制を取っています。このような

体制によって、重大な企業リスク発生時に的確かつ迅速に対処することを可能にし、違法行為や不法行為等発生

の未然防止を図っております。  

  

（ホ）社外取締役、社外監査役又は会計監査人との間で締結している会社法第427条第１項に規定する契約（いわゆ

る責任限定契約）の内容の概要 

当社と社外取締役、社外監査役及び会計監査人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１

項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。この契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425

条第１項に定める「最低責任限度額」としております。なお、この責任限定が認められるのは、当該社外取締

役、社外監査役又は会計監査人が、責任の原因となった職務の遂行について善意であり、且つ重大な過失のない

場合に限られます。    

  

② 内部監査及び監査役監査の状況 

（イ）内部監査の組織、人員及び手続 

内部監査は、代表取締役社長に直属する監査室（５名）が、内部監査規程、内部監査実施基準及び監査計画に

従って、当社内の各部署および当社グループ会社の業務監査（含む内部統制監査）を定期的に実施しています。

監査結果は代表取締役社長のほか、各部署等の責任者（含む管掌する取締役）にも報告されます。 

  

（ロ）監査役監査の組織、人員及び手続 

監査役監査は、２名の社外監査役を含む３名の監査役が、監査役会規則、監査役監査基準、監査基本計画、監

査方針及び重点監査目標等に従い、取締役会などの重要会議に出席するなどして、取締役の職務執行状況や、当

社内の各部署および当社グループ会社の監査を行っております。また、定例的に監査役会を開催して、各監査役

の活動状況および活動結果の共有を図り、意見の交換を行っています。なお、常勤監査役三上幹夫氏及び社外監

査役梅田常和氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する豊富な経験と見識を有しておりま

す。 

  

（ハ）内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携並びに内部統制部門との関係 

監査室は、監査役会に対しても業務監査の実施状況及び監査計画の報告を行っており、会計監査人とは必要に

応じて随時打合せをし、意見交換を実施しています。 

監査役は、会計監査人が行う監査報告会に出席することに加えて、必要に応じて監査役及び会計監査人が相互

に監査実施等の状況報告を行うなど、情報の共有化を通じて効率的かつ効果的な監査活動が行えるように努めて

います。 

内部統制部門は、内部統制の整備及び運用支援を行い、その状況は内部監査（業務監査）及び監査役監査の対

象となっております。金融商品取引法に基づく「財務報告に係る内部統制報告制度」については、監査室が行う

内部統制監査を踏まえて「内部統制報告書」を作成し、会計監査人による監査を受けています。 

  

③ 会計監査の状況 

当社は、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査についての監査契約を有限責任監査法人トーマツと

締結しております。同監査法人及び当監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社との間には、特別な利害関

係はありません。なお、当期における当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、以下の方々であります。 

・指定有限責任社員 業務執行社員：望月 明美氏、末村 あおぎ氏 

・会計監査業務に係る補助者の構成：公認会計士５名、会計士補等７名、その他３名 

(注)継続監査年数については、７年以内であるため記載を省略しています。 
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④ 社外取締役及び社外監査役  

（イ）社外取締役及び社外監査役の員数並びに選任状況に関する考え方及び独立性に関する基準または方針の内容 

当社の社外取締役は１名、社外監査役は２名であり、いずれも当社との間に特別な利害関係はありません。社

外取締役及び社外監査役を選任する際に、提出会社からの独立性に関して明確に定めた基準又は方針はありませ

んが、選任にあたっては、株式会社東京証券取引所の独立役員に関する独立性に関する判断基準を参考としてお

ります。 

社外取締役の平田雅彦氏は、松下電器産業株式会社（現パナソニック株式会社）の代表取締役副社長を務める

など、経営者としての豊富な経験や知見、企業倫理とコーポレート・ガバナンスに対する卓越した識見を有して

おられます。このようなことから、当社の経営の在り方に対して、会社内部者の論理に偏らないよう、適宜適切

な助言をしていただけるものと判断し、同氏を社外取締役に選任しております。 

社外監査役の梅田常和氏は、公認会計士としての財務および会計に関する豊富な経験と知見に加えて、会社経

営に関与した経験を有しておられます。このようにして培われた幅広い視点に基づいて、株主から負託された当

社の取締役会に対する監督責任を果たしていただけると判断し、同氏を社外監査役に選任しております。 

社外監査役の山本克氏は、産業界に対する幅広い知見、経営者や監査役としての経験によって培われた幅広い

識見を有しておられます。こうした知見や識見に基づき、幅広い視点で、株主から負託された当社の取締役会に

対する監督責任を果たしていただけると判断し、同氏を社外監査役に選任しております。 

また、上記の社外取締役１名及び社外監査役２名は、いずれも株式会社東京証券取引所の独立役員に関する独

立性を満たしているため、独立役員に指定して、同所へその旨の届出をしております。 

   

（ロ）社外取締役及び社外監査役と内部監査部門との連携状況 

 社外取締役による監督または社外監査役による監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内

部統制部門との関係については、取締役会および監査役会等において意見を交換し、必要に応じて各部署と協議等

を行っております。 

  

（ハ）社外取締役及び社外監査役と当社との人的関係、資本的関係、または取引関係その他の利害関係  

 平田雅彦氏が社外監査役を勤めるユニ・チャーム株式会社と当社との間には、航空券販売の取引関係があります

が、特別の利害関係を生じさせる重要性は無く、人的関係、資本的関係、その他の利害関係はありません。  

 梅田常和氏が社外監査役を勤めるハウステンボス株式会社は、当社の代表取締役会長である澤田秀雄が同社の代

表取締役社長に就任しており、また、当社の連結子会社であります。同社と当社との間には、国内旅行商品等の売

買の取引関係がありますが、特別の利害関係を生じさせる重要性は無く、その他の利害関係はありません。 

山本克氏が常勤監査役を勤めていた中央不動産株式会社と当社との間には、人的関係、資本的関係、または取

引関係、その他の利害関係はありません。 

 なお、社外取締役及び社外監査役の当社株式の所有状況は、５「役員の状況」 に記載のとおりであります。 

  

⑤ 役員報酬等 

（イ）役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数  

（注）１．取締役（社外取締役を含む）の基本報酬限度額は、平成23年１月27日開催の第30回定時株主総会にお

いて年額500百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない）と決議いただいております。 

   ２．監査役（社外監査役を含む）の基本報酬限度額は、平成10年１月29日開催の第17回定時株主総会にお

いて年額50百万円以内と決議いただいております。   

  

役員区分 
報酬等の総額
（百万円） 

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる 
役員の員数 
（人）  基本報酬 賞与 

退職慰労引当金 
繰入額 

 取締役 

（社外取締役を除く。） 
  269  177   46   45 9

 監査役 

（社外監査役を除く。） 
  12   10   1   1 1

 社外役員    19   15   1   2 3
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（ロ）役員ごとの連結報酬等の総額等  

（注）連結報酬の総額が１億円以上である者に限定して記載しております。 

   

（ハ）役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法  

 当社の役員報酬等の額については、取締役会に附属する報酬委員会（業務を執行する取締役を中心に、報酬の

あり方に精通した方、他業界の実情に通じ、かつ会計・税に関する識見を有する方を加えて委員会を構成）で審

議して決定いたします。  

   

⑥ 取締役の定数 

当社は定款で取締役の員数を12名以内と定めています。 

  

⑦ 取締役選任の決議要件 

当社は、取締役選任の決議案件について、定款で議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が株主総会に出席し、その議決権の過半数をもって行うと定めています。 

  

⑧中間配当 

当社は、会社法第454条第５項の規定に基づき、定款で、取締役会の決議により毎年４月30日を基準日として、

中間配当を行うことができる旨を定めていおります。これは、利益水準の動向に応じて、株主への利益還元を機

動的に行えるようにするためであります。 

  

⑨自己株式の取得  

当社は、会社法第165条第２項の規定に基づき、定款で、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得すること

ができる旨を定めております。これは、経営環境の変化に対応した資本政策を機動的に遂行できるように、市場

取引等による自己株式の取得を可能とすることを目的とするものであります。 

  

⑩ 取締役及び監査役の責任免除  

当社は、会社法第426条第１項の規定に基づき、定款で、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に

関する取締役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の責任を法令の限度にお

いて免除することができる旨を定めております。これは、取締役及び監査役が、その能力を十分に発揮して期待

される役割を果たしうるように、環境の整備を図ることを目的とするものであります。 

   

⑪ 株主総会の特別決議事項 

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が株主総会に出席し、その議決権の３分の２以上にあたる多数をもって行

う旨を、定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会

の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。 

氏名 役員区分 会社区分 

連結報酬等の種類別の総額（百万円） 連結報酬等の
総額  

（百万円）基本報酬 賞与 
退職慰労引当金 

繰入額 

澤田 秀雄 

取締役 提出会社   35   15   15

108

取締役 
ハウステンボス

株式会社 
  42   －   －
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⑫ 株式の保有状況  

（イ） 投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額 

該当事項はありません。 

  

（ロ） 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的 

 該当事項はありません。 

  

（ハ） 保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並  

びに当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額 

（注）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「評

価損益の合計額」は記載しておりません。 

  

  

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

  

②【その他重要な報酬の内容】 

（前連結会計年度） 

 該当事項はありません。 

（当連結会計年度）  

 該当事項はありません。 

  

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

（前連結会計年度） 

 該当事項はありません。 

（当連結会計年度）  

 該当事項はありません。 

  

④【監査報酬の決定方針】 

 当社の監査公認会計士等に対する報酬は、監査日数・業務の内容等を勘案し、監査役会の同意のもと適切に 

決定しております。  

  

前事業年度 
（百万円）  

当事業年度（百万円） 

貸借対照表計 
上額の合計額 

貸借対照表計 
上額の合計額 

受取配当金 
の合計額 

売却損益 
の合計額 

評価損益 
の合計額 

 非上場株式   342 342 0  0 （注）

 上記以外の株式  2,989 2,503 31  14 1,628

（２）【監査報酬の内容等】

区分 

前連結会計年度 当連結会計年度 

監査証明業務に基づく
報酬（百万円） 

非監査業務に基づく 
報酬（百万円） 

監査証明業務に基づく
報酬（百万円） 

非監査業務に基づく 
報酬（百万円） 

提出会社  55  －  57  －

連結子会社  24  －  34  －

計  80  －  91  －
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